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１．はじめに

世界の工場といわれてきた中国に変化が生じている。従来は豊富な労働力と低廉な人件費によ

る低コスト生産を目的に，海外からの投資が盛んであった。しかし近年の経済成長に伴う人件費

の上昇や労務問題の発生により，より低コストで生産できる国へ製造業がシフトし始めていると

ともに，その巨大な人口と中間所得層の増加から販売市場へと海外企業の目的が変わってきてい

る。生産コストの低減を目的に他国へシフトするチャイナプラスワンの担い手として，陸続きで

あるインドシナ半島の国々が注目されている。その中でもインドシナ半島の中心に位置するラオ

スは，内陸国でありかつ，半島内の国々と唯一，陸続きで接している国である。物流の観点から

すると，道路インフラ等の整備により，中国からインドシナ半島を通過し，シンガポールまで陸

上輸送することが可能となっているが，そのためには基本的にラオスを経由せざるを得ない。今

後，要衝地としてその重要性が高まることになるが，解消しなければならない物流問題も抱えて

いるため，現状物流の把握と課題整理，今後の方向性を考察したい。

２．チャイナプラスワンの担い手として注目される GMS

２．１．中国展開における事業リスクの上昇

先進国の中国への進出初期にあたっては，低廉な労働コストと豊富な労働力をもとに，生産コ

ストの低減を目的としたものであった。近年の著しい経済発展により，中間所得層が増加し，そ

の巨大な市場をいかに攻略するかと目的が変わってきた。また沿岸部だけでなく内陸部の経済発
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展により，労働力が分散され，公定最低賃金も上昇しており，従来の低コストによる生産を行う

ことは困難になってきた。

さらに人件費だけでなく，地代，設備費も増加する傾向にあるとともに，さまざまな労務問題

も発生し，デモやストライキによる工場の稼働停止も頻発している状況にある。現在だけでなく

将来にわたっての市場としては魅力的であるが，生産をより人件費の低い国に移行し，更なるコ

スト削減を追求していかなければ，これからの競争に勝てないことから，特に労働集約産業の水

平分業が移行し始めており，そのチャイナプラスワンとして，特に中国と陸続きであるインドシ

ナ半島の国々が注目され始めている（図１参照）。

インドシナ半島におけるカンボジアやラオス，ベトナム，ミャンマーといった国々は周知の通

り，新興国�として認識されており，中国の人口抑制策であった一人っ子政策もなく，豊富な労

働力と比較的，物価や人件費の上昇率が低いことも魅力のひとつとなっている。また先進国によ

るインフラ整備も進んでおり，中国だけでなくタイとの水平分業として，特にベトナムへ製造業

が集中して進出している状況にある。

これらインドシナ半島の国々は，将来的に中国と同様の経済発展を遂げるであろうといわれて

おり，FTAによる経済の一体化により，インドシナ半島のみならず，アセアン全体としての巨

大な潜在市場もまた魅力的なものとなっている。

２．２．注目される GMS

チャイナプラスワンとして着目されているインドシナ半島の国々は，経済格差もあることから

先進国による支援が活発に行われている。地理的にメコン川が半島を縦断しており，それら隣接

した国々に対し，アジア開発銀行（ADB：Asian Development Bank）のイニシアティブによる

図１ インドシナ半島諸国と中国の賃金比較

出所）日本貿易振興機構海外調査部（２０１２），「第２２回アジア・オセアニア主要都市・地域の投資関連コスト比較」
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経済協力プログラムが進んでいる。その対象となっている国を GMS（大メコン圏：Greater

Mekong Sub-reigions）という。その名称の通り，メコン川に隣接した国を対象としており，ラ

オス，ミャンマー，ベトナム，カンボジア，タイと中国雲南省，広西チワン族自治区の２省を加

えたものとなる。協力プログラムは，農業，エネルギー，環境，人材育成，投資，通信，観光，

貿易，交通の分野でプロジェクトが構成される。

中国を除いた GMSの人口を表１よりみると，それぞれの国に分散している人口が全体では約

２．３億人と多く，人口ピラミッドも三角型，つぼ型と今後，労働人口が増加するため，中間所得

層も増えることから潜在的な成長市場と位置付けられている。またもっとも人口の多い中国とイ

人口 国土 実質 GDP
成長率

名目
GDP

１人当り
名目 GDP

総貿易額 総輸出額 総輸入額 対日本
輸出額

対日本
輸入額

（億人） （千 km２） （％） （１０億ドル）（ドル）（１０億ドル）（１０億ドル）（１０億ドル）（１０億ドル）（１０億ドル）

中国 １３．４７ ９，６００ １０．４ ５，９３１ ４，４２３ ２，９７４．０ １，５７７．８ １，３９６．２ １２１．０ １７６．７

タイ ０．６４ ５１３ ７．８ ３１９ ４，９９２ ３７８．２ １９５．３ １８２．９ ２０．４ ３７．９
カンボジア ０．１４ １８１ ５．０ １１ ７５３ ８．８ ３．６ ５．２ ０．２ ０．２
ラオス ０．０６ ２３７ ７．５ ６ ９８４ ６．０ ２．０ ４．０ ０．０ ０．１
ミャンマー ０．６１ １８１ １０．４ ４３ ７４２ １７．０ ７．０ １０．０ ０．４ ０．３
ベトナム ０．８８ ３３１ ６．８ １０６ １，１７４ １５７．０ ７２．２ ８４．８ ７．７ ９．０

計（中国除く） ２．３３ １，４４３ ４８６ ８，６４４ ５６７．０ ２８０．１ ２８６．９ ２８．７ ４７．４

貿易額 （単位：１００万ドル） 伸び率

輸入国

輸出国
タイ ベトナム ミャンマー カンボジア ラオス

ASEAN
１０

輸入国

輸出国
タイ ベトナム ミャンマー カンボジア ラオス

ASEAN
１０

タイ

２０００ ８３８ ５０４ ３４７ ３８１ １３，３４０

タイ

２０００ １．００ １．００ １．００ １．００ １．００

２００５ ２，３４８ ７０７ ９１３ ７６９ ２４，２２２ ２００５ ２．８０ １．４０ ２．６３ ２．０２ １．８２

２０１０ ５，８４ ６，０７３ ２，３４０ ２，１３５ ４４，３４６ ２０１０ ６．９８ ４．１１ ６．７４ ５．６０ ３．３２

ベトナム

２０００ ３７２ ６ １４２ ７１ ２，６１９

ベトナム

２０００ １．００ １．００ １．００ １．００ １．００

２００５ ８６３ １２ ５５６ ６９ ５，７４３ ２００５ ２．３２ ２．００ ３．９２ ０．９７ ２．１９

２０１０ １，１８３ ５０ １，５５２ １９８ １０，３５１ ２０１０ ３．１８ ８．３３ １０．９３ ２．７９ ３．９５

ミャンマー

２０００ ２３３ ３ ０ ０ ４２２

ミャンマー

２０００ １．００ １．００ １．００

２００５ １，６２３ ４２ ０ ０ １，８９９ ２００５ ６．９７ １４．００ ４．５０

２０１０ ２，５９０ ９３ ０ ０ ３，００７ ２０１０ １１．１２ ３１．００ ７．１３

カンボジア

２０００ ２３ １９ ０ ３ ７６

カンボジア

２０００ １．００ １．００ １．００ １．００

２００５ １５ ４６ ０ ０ １４３ ２００５ ０．６５ ２．４２ １．８８

２０１０ １４９ ９６ ０ １ ７０５ ２０１０ ６．４８ ５．０５ ０．３３ ９．２８

ラオス

２０００ ６９ ９６ ０ ０ １６７

ラオス

２０００ １．００ １．００ ０．００ １．００

２００５ ２０４ ８９ ０ ０ ３０６ ２００５ ２．９６ ０．９３ ０．００ １．８３

２０１０ ６９０ ２６５ ０ １ ９６１ ２０１０ １０．００ ２．７６ １．００ ５．７５

ASEAN
１０

２０００ １２，８１３ ３，９５８ １，２５２ １，０４１ ４８７１０１，４７０
ASEAN
１０

２０００ １．００ １．００ １．００ １．００ １．００ １．００

２００５ ２３，３２１ ９，０９４ １，６４８ １，９８４ ８８８１６５，４５８ ２００５ １．８２ ２．３０ １．３２ １．９１ １．８２ １．６３

２０１０ ３４，３４１ １９，７６２ ３，９４０ ６，５３３ ２，３７７２６２，１８０ ２０１０ ２．６８ ４．９９ ３．１５ ６．２８ ４．８８ ２．５８

表１ GMSをまたがる各国の経済基礎情報の比較

出所）人口，国土：各国統計局，名目 GDP：IMF「World Economic Outlook Database April２０１１」，貿易額：IMF「DOT」。

表２ インドシナの域内貿易マトリクス（２０１０年度）

出所）ジェトロホームページより作成。
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ンドの中間に陸続きで立地していることから，それらをつなぐ物流ハブとしての機能や食料供給

基地としても期待されている�。

タイの場合，南アジア諸国の中でも GDPが突出しており，先進国の位置付けとなっている。

自動車産業の発達により，裾野産業として経済発展を遂げていることから，人件費の上昇も近

年，問題として表面化してきた。また近年の洪水による工場浸水もあり，チャイナプラスワンに

追加し，タイプラスワンとして，豊富な労働人口やタイと比べて比較的低い人件費により，労働

集約産業の水平分業の役割を担うカンボジアや，ラオス，ミャンマー，ベトナム，総称 CLMV

へとシフトしつつある。結果，タイとの貿易額も拡大傾向にある（表２参照）。

一方，ベトナムにおいては，労働集約産業として代表的な縫製業だけでなく，精密機械の分野

においても，国際分業体制が確立され始めている。中国と隣接していることから，チャイナプラ

スワンの代替地としての期待が高い。ただし近年，多くの海外企業の進出で法定最低賃金が継続

的に上昇している状況である。

２．３．アセアン統合を見据えた GMSへの環境整備

アセアン統合を見据え，アセアン各国ではさまざまな取り組みが行われている。代表的なもの

として，AFTAと CBTAを取り上げたい。AFTA（ASEAN FREE TRADE AREA）とは，２００７年

１１月採択されたアセアン経済共同体ブループリントに基づいて２０１５年に向けて経済統合する，

アセアン経済共同体創設の貿易自由化地域のことである�。

また GMS経済協力プログラムの交通分野では，CBTA（越境交通協定：Cross Border Trans-

port Agreement）が取り組まれている。CBTAは，国境をまたぐ多国間の包括的な交通協定のこ

とであり，調印した国々であらかじめ決められたルートを相互に，１つの書類で車両が行き来で

きるものである。１９９９年にラオス，タイ，ベトナム，２００１年にカンボジア，２００２年にベトナ

ム，２００３年にミャンマーが調印済みとなった�。主要な取り組みとして，シングルウィンドウ，

シングルストップがあり，前者は通関窓口を輸出国で行い，データ通信にて輸入国も共有するこ

とで，通関手続きの簡素化，負荷軽減を目指すものである。後者は，輸出国と輸入国において，

重複する通関処理，品質検査，検疫等を共同で行い，１回で完結する仕組みである。ただしタイ

では国家公務員法により，公務員は外国での業務を認められておらず，公務員である税関職員も

また，タイ国内でしか従事することができないため，ワンストップサービスを提供することが困

難な状況にあり，制度整備を必要としている。

２．４．GMSにおける経済回廊の構築

経済的統合に基づく国境貿易の増大にあわせ，GMS諸国をまたぐ国際輸送ルートの整備が急

務となる。近年，南北，東西，南部と３つの国際道路である経済回廊が構築され，域間輸送の増

加につながっている。
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南北経済回廊とは，中国雲南省の省

都，昆明からラオスまたはミャンマーを

経由し，タイの首都バンコクまでを結ぶ

約２，０００kmの国際道路である。ただし

ラオス北部では山岳地帯，また路肩の崩

れにより低速走行を強いられている状況

にある。また同地域では夜間照明が行き

届いておらず，夜間走行は困難な状況に

ある。

東西経済回廊とは，ベトナムのダナン

港からラオスのサバナケット，タイのム

クダハンを経由し，ミャンマーのモーラ

ミャインまでを結ぶ約１，５００kmの国際

道路である。ミャンマーの経済発展に伴

い，日系企業のみならず，世界各国がヤ

ンゴンまでの延伸を調査，検討中であ

る。特にこのルートが整備されれば，西

側諸国との海上輸送において，ヤンゴ

ン，もしくはダウェイ港より陸路でイン

ドシナ全域をカバーすることができ，マラッカ海峡を通過する海上輸送から陸上輸送へとシフト

することも可能となり，輸送日数の短縮につながる効果を持つ。

南部回廊とは，ベトナムのホーチミンからカンボジアのプノンペンを経由し，バンコクまでを

結ぶ約１，０００kmの国際道路である。今まではカンボジアとタイの国際輸送がメインであった

が，ベトナム，ホーチミンの経済発展により，カンボジア，ベトナム間の貨物量が増大している

状況にあり，近い将来，物量の逆転が発生するといわれている。

３．GMS諸国をつなぐ国際ルートの中心を担うラオス国

GMSの中心に位置するラオス人民民主共和国（Lao People’s Democratic Republic）は，国土

約２４万 km２の８割を山岳部が占め，人口約６５０万人の社会主義国である。２０１０年度の名目

GDPが６４．１億ドル，１人当たり GDP９８４ドル，実質経済成長率７．９％，輸出額約２０億ドル，

輸入額約４０億ドルの輸入過多となっており，GMS諸国の中でも後発開発途上国の位置付けにあ

る。輸出主要品目は，鉱物や水力発電から得られた電力，縫製品，輸入主要品目は，機械，燃

料，車両，一般消費財となる。

内陸国であるラオスは全ての GMS諸国と唯一，接しているため，“Land Locked Country”か

図２ GMSにおける経済回廊

出典）Asian Development Bank（２００５）,“GMS Cross-Border Trans-
port Agreement”.
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ら，“Land Linked Country”へと，その立

地特性を活かし，物流の結節点としての機

能を今後拡大していくという国家戦略を打

ち出した（図３参照）。第７次国家社会経

済開発計画（２０１１～２０１５年）の運輸部門

においては，人，物の流れを円滑化するた

め，各国との連結性の強化に重点を当てて

いる。

近年，チャイナプラスワン，タイプラス

ワンの受け皿として，ラオスもその安い人

件費，後発開発途上国による特恵優遇関税

適用国等より，縫製業といった労働集約産

業の水平分業が進み始めている。しかし，

産業のシフトが進む中，物流は輸入過多に

よる物量アンバランスを起因とした高コス

ト構造，車両の老朽化等，様々な問題が発

生しているのも事実である。

また，GMSの中心に立地しているこ

と，後発途上国であること，ラオスを取り

巻く国との経済バランスが取れていないといったことから，物流の通過国となっていることも問

題である。しかし，この通過と中心地という特性をうまく利用して，GMSをまたぐ相互認証車

両制度を隣国と締結し，同一車両による３国間輸送サービスを開始した。２００８年，タイのバン

コクから，ラオス，サバナケットを経由し，ベトナム，ダナンまでを走行する相互認証制度，

GMSライセンスが発行され，５０社，４００ライセンスが申請された。翌２００９年にその制度は更新

されたが，それ以降の更新は保証金が１，０００万バーツ（当時換算，約２，７００万円）と大幅に増加

したため，企業が更新しなくなるとともに，それ以降の新規申請もなくなり，従来の２国間協定

へと戻っている状況にあった。

しかし，カンボジア，ラオス，ベトナムの CLV３カ国では，２０１２年３月に相互認証車両の３

国間協定（CLV Shipping Scheme）を策定し，認証された車両はそれぞれの国を自由に走行でき

ることになった。株式会社日新は，２０１２年２月，ラオス現地物流事業者である SMTと合弁会

社，ラオ日新 SMT株式会社（日新グループ会社）を設立し，ラオスの登録車両で，ベトナム，

ハノイからラオスを経由し，タイ，バンコク間までの３国間を積み替えなしで結ぶトラック輸送

サービスを展開している�。

なお，ラオスとタイでは相互通行車両の２国間協定を結んでいるが，ラオス登録車両の老朽化

図３ ラオス国の位置

出所）JICA（２０１１），「ラオス国全国物流網計画調査」。
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を理由に，タイ側での警察の取締りが厳しく，ラオス車両はほとんどタイ国内を走行しておら

ず，タイの登録車両が行き来している状況となっている。しかし今後の CBTAの発行により，

GMSにおける３国間貿易はさらに増加すると予想される。

４．ラオスの輸送モードと物流インフラの現状

４．１．陸上輸送

内陸国であるラオスの物流を担うのは，陸上輸送がメインとなる（表３参照）。ラオス国内に

は南北回廊と東西回廊の国際道路が通っているものの，生活道路として併用されており，家畜の

横断，都市間の街灯の未整備，過積載による路肩の崩れや路面状況の悪化，山岳地帯の幅員の狭

さ等により，高速走行が困難な状況にある。そのため深夜にトラックを運行することができず，

リードタイムが長くなる傾向にある。なお東西回廊に当たっては，日本政府が援助してきた経緯

もあり，２０１３年より道路補修計画が進められている。

今後，道路が整備されたとしても，トラック事業者の大半がオーナードライバーであるため，

過積載�や車両の不整備による故障を避けるための教育が必要となる。現在はラオス国内にト

ラックドライバー専用のスクールがなく，また資格制度も整備されていない状況にあるた

め，２０１２年から２０１３年にかけて，車両登録制度と免許制度が予定されている。それ以外にも，

国際輸送のトラックドライバーが通関手続きの知識が乏しく，ブローカーが介在していることか

ら，物流コストの増加要因ともなっており，トラックドライバー教育の早急な確立が指摘できる。

４．２．鉄道輸送

現在，タイ，ラッカバン港からラオス国首都ビエンチャン近くの国境地点より３．５km入った

タナレーン駅まで敷設されている。２０１３年２月時点で，１日あたり４往復，運行されているが，

メインは旅客となっており，鉄道貨物は旅客列車の空きスペースで少量輸送が行われており，貨

トンベース トンキロベース

Years Total land water sea air Total land water sea air

１９８０ ４１５．２ ３８０．２ ３４．０ ― １．０ ５５．２ ４５．５ ９．４ ― ０．３

１９９０ ６６７．９ ５５１．１ １０６．０ １０．３ ０．５ １４９．４ ９７．７ ３３．０ １８．６ ０．２

２０００ ２３０８．５ １６３５．０ ６７２．０ … １．５ ２２１．６ １６２．２ ５８．９ … ０．６

２００５ ３２１３．７ ２５９２．０ ６２１．０ … ０．７ ３０１．４ ２５９．９ ４１．１ … ０．３

２００６ ３３０７．６ ２７０９．０ ５９８．０ … ０．６ ３０９．４ ２６６．３ ４２．８ … ０．３

２００７ ４０８９．４ ３３２２．０ ７６７．０ … ０．４ ３３８．３ ２７７．１ ６０．９ … ０．２

２００８ ４５４２．６ ３６５９．０ ８８３．０ … ０．６ ３５４．５ ２８６．７ ６７．６ … ０．３

２００９ ４６６８．４ ３７０７．０ ９６１．０ … ０．４ ３６５．９ ２９６．２ ６９．５ … ０．２

表３ ラオスの輸送機関分担率の推移

出所：Ministry of Planning and Investment, Lao PDR.（２００９）,“Statistical Yearbook”.
注：１９９０年の海上輸送は，ベトナム港湾利用の値となる。
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物鉄道は運行していない状況である。

なお，２０１２年４月，NEDA（タイ周辺諸国経済開発協力機構：The Neighboring Countries

Economic Development Cooperation Agency）によるタナレーン駅から新設されるビエンチャン

駅までの７．５kmの延伸計画が締結されているが，運行はタイ国鉄が主導であり，タイとラオス

間の物流のほとんどがトラックによる輸送であることから，貨物輸送としての位置付けは低い状

況にある。

今後，中国政府による資金援助で，中国とラオス国境のボーテンから首都ビエンチャンまでの

旅客，貨物を対象とした高速鉄道計画があるが，まだフィージビリティスタディが完了した段階

に留まっている。タイの軌道幅が狭軌，中国は標準軌であり，当初，連結させるための施設をビ

エンチャン駅近隣に設置する計画があったが，３カ国の政府協議にて連結しないことが決定され

た。将来的に計画が実行されれば，ビエンチャンに両国の鉄道をつなぐターミナルの整備が必要

となる。

４．３．河川輸送

ラオスは内陸国であるため，海上輸送は存在せず，河川輸送のみとなる。東南アジア特有の雨

季，乾季による干満期の水位差が激しいことから，河川輸送の長所である長距離輸送には適さな

い。さらにラオスとカンボジア国境に，インドシナのナイアガラといわれるコーンパペンの滝が

存在し，カンボジアからの遡上を妨げており，沿岸部から内陸への船舶を利用した輸送はほぼ不

可能といってよい。そのためメコン川の上流地域の中国からラオスまでの輸送のみが利用されて

いる。未だ国境をまたぐメコン川に橋梁がかかっていないところもあるため，バージ船の利用は

盛んに行われている状況にある。

４．４．航空輸送

ほとんど利用されていないのが現状で，各国へのアクセス増加のため，機材の大型化も検討さ

れているが，現時点ではあくまでも旅客がメインとなっている。なお，旅客の急増で既存の空港

施設が対応しきれず，日本国政府による経済援助で，首都ビエンチャンのワッタイ国際空港の

ターミナル拡張が決まっている状況にある。

５．物流における課題の整理

ラオスの輸出入における物流コストは，他の GMS諸国よりも高い現状にある。表４，ラオス

の輸出入の計を見ると，輸入過多となっていることが把握できるが，これは物流においても大き

な影響を与えている。

最大貿易相手国は輸出入ともタイとなっており，その物流はほとんどがトラックによる陸路輸

送となる。タイからラオスまでは貨物で満載のトラックが走行し，復路であるラオスからタイま
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での往復運賃が提示されている。それはラオスから空荷でトラックの返送が多いためであり，物

流コストの増加要因となっている。近年，中国との貿易も拡大傾向にあるが，その物流は先述し

た南北回廊のビエンチャンから雲南省へのトラック輸送が中心となっており，タイの帰り荷をカ

バーすることはその立地上，不可能となる。また，先述した高速走行，夜間走行ができない道路

インフラの未整備により，ドライバー２名の交代体制による昼夜運行ができず，リードタイムの

短縮が困難な状況である。

ベトナム，ラオス，タイの３国間輸送においても，通行区分，言語の問題が残されている。ベ

トナムとラオスは右側通行，タイは左であり，ラオスとタイは言語体系が同じであるがベトナム

は異なり，意思疎通ができない。ラオスの登録車両，ラオス人ドライバーでベトナムを走行した

場合，通常通りの運転はできるが，事故対応に不安が残る。また逆も然りで，タイでは慣れない

左側通行をうまく走行できるかという問題もある。そのため，ラオスにてドライバーチェンジ，

もしくはトラックヘッドの交換，貨物の積み替えが必要となり，物流コストやリードタイムの増

加要因となっている。

貿易を促進させるため，そして海外からの投資を呼び込むためには国境通関の迅速化も重要な

位置付けとなる。ただしラオス国内の国境通関施設の開庁時間の短さが，迅速な通関処理を阻害

している。地域によって状況は若干異なるものの，およそ８時から１６時までと短く，かつ１２時

からの１時間の休憩中は通関ストップとなる。また通過貨物と輸入貨物の通関所要時間がほぼ同

様となっており，通過型の短縮，シングルストップ等の促進要望も多い。

すでに導入されている通関システム，ASYCUDA（Automated SYStem for CUstoms Data）�に

よる EDI通関のトライアルを行っているものの，処理時間の集中，ハードの問題によりアクセ

ス負荷がかかっており，当初想定していたよりも時間がかかっている状況にある。しかし通関簡

（単位：百万ドル）

輸出額 構成率 輸入額 構成率

計 ２，９５９．４ １００．０％ 計 ４，６０３．０ １００．０％

タ イ １，０２８．５ ３４．８％ タ イ ３，０３５．０ ６５．９％

中 国 ７２９．０ ２４．６％ 中 国 ５１９．３ １１．３％

ベトナム ２９７．１ １０．０％ ベトナム ２４４．５ ５．３％

イギリス ９５．１ ３．２％ 韓 国 １６９．９ ３．７％

ドイツ ７１．３ ２．４％ 日 本 ８５．９ １．９％

米 国 ５４．８ １．９％ フランス １４６．７ ３．２％

日 本 ８８．３ ３．０％ シンガポール ３８．２ ０．８％

韓 国 ３．９ ０．１％ ドイツ ３７．９ ０．８％

フランス １６．８ ０．６％ 香 港 ３２．４ ０．７％

ベルギー １６．４ ０．６％ ベルギー ３４．２ ０．７％

表４ ラオス国における貿易主要国（２０１１年度）

出所：ADB（２０１２）,“Key Indicators for Asia and the Pacific２０１２”より作成。
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素化の取り組みは，アセアン全体の枠組みの中の１つとして位置付けられており，今後も電子通

関，手続きの簡素化，迅速化への取り組みは進めていかなければならない。

６．立地特性を活かした物流ネットワークの構築の必要性

ラオスは先述したとおり，インドシナ半島で唯一，陸続きで各国と接している。そのため，南

部回廊以外は基本的に，ラオスを経由しなけらばならない。現在，ラオスの物流は輸入後の国内

消費，水平分業も含めた輸出，単純な通過貨物に区分することができる。輸入後の国内消費の場

合，輸入貨物は全て国内配送へ振り分けられることから，復路のトラック荷台は空のままとな

る。水平分業の場合，原材料や部材の輸入と製品後の容積の違いより，復路のほうが車両台数が

増加する可能性がある。純粋な輸出に関しても，容易に帰り荷の確保ができる状態ではない。通

過貨物は，最終国の需要立地により，本来ならば結節点にて分配できるほうが良い場合もある。

これらは全て，ラオスに結節機能がないために発生しうる問題である。すなわち現状の物流を行

う限り，各企業は独自手配のトラックにて輸送するため，トラック台数の増加，帰り荷確保の不

確実性が残ることになる。情報技術が発達していない新興国においては，貨物情報の提供も困難

である。

そこで，その立地を活かし，“Land Linked Country”へ変化を図るため，物流の結節点機能を

拡充する必要がある。ラオスを中心とした GMS全体を網羅する物流ネットワークを構築するこ

とで，結節点へ貨物を集中させ，片荷による高コスト構造を解消する可能性も高い。貨物の集中

により，必然的に通関処理も迅速化せざるを得ず，相乗効果も得られるであろう。

また GMSの経済発展に伴い，消費市場だけでなく，メンテナンス市場も将来的に発生しうる

ことになる。部材や部品の供給センターとして，ラオスから各国へ補充する体制も，ネットワー

クの構築により実現可能となる。

７．おわりに

ラオスは経済成長による後発開発途上国からの脱却を目指している最中である。そのために，

その立地特性を活かし，物流立国として他国とのより円滑な連結性を構築することで，経済発展

を遂げる潜在性を持つ。

また外国直接投資を増やすために，投資奨励法といった法整備も整いつつある。これは国内及

び外国投資家に均等な機会を提供するもので，投資期間制限の撤廃や，投資優遇策である法人税

免除期間の延長，外国人による不動産分野への投資，経済特別区や工業団地の開発を促進してい

る�。さらに日本国政府だけでなく，タイや中国，韓国といった各国もラオス政府へ ODAを活

用し，各種インフラの整備を行っている状況にある。このような援助を受けながら，立地特性を

活かしたラオスを中心とした物流ネットワーク構築の確立が望まれる。
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注

� インドシナの中ではラオス，ミャンマー，カンボジアが新興国の中でも後発開発途上国（LDC：Least

Developed Country）と国連から認定を受けている。

� JICAへのヒアリングによる。

� 石田正美編（２００８）「メコン地域開発研究―動き出す国境経済圏 調査研究報告書」アジア経済研究所。

� Asian Development Bank（２０１１）,“Greater Mekong Subregion Cross-Border Transport Facilitation

Agreement Instruments and Drafting History”.

� 株式会社日新「第１０３期（平成２４年３月期）有価証券報告書」。

� 陸上輸送において県をまたがるとき，県境税を支払う必要があり，トラックはそこで過積載防止のた

め，重量チェックが行われているが，それも賄賂の温床と指摘できる。

� ASYCUDAとは，UNCTAD（国連貿易開発会議：United Nations Conference on Trade and Development）

が提供している新興国向けの通関業務支援システムのことである。GMSではラオスのほかにカンボジア

も導入している。またタイは独自の電子通関システムである“E-Customs”を構築し，ベトナムは日本の

システムである“NACCS（Nippon Automated Cargo and Port Consolidated System）”の導入が合意して

いる。なおミャンマーは韓国の“UNI-PASS（関税情報システム）”となる。

	 ラオス大使館投資官，プヴォン・タンマウォン（２０１３）「ラオスの投資環境」大メコン圏ビジネス研究

会第４回勉強会。
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